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海外法人事業のインド進出についてのお知らせ 

 

 

 当社は、平成30年８月７日開催の開催の取締役会において、海外法人事業のインド進出開始と、イ

ンド・ハリヤナ州グルガオン市に現地法人を設立することを決議いたしましたので、下記のとおりお

知らせいたします。 

 

記 

 

１．現地子会社の概要 

（１）商号 RECOMM BUSINESS SOLUTIONS INDIA PRIVATE LIMITED 

（レカムビジネスソリューションズインディア株式会社） 

（２）代表者 代表取締役社長 伊藤 秀博 

（３）資本金 30 万US ドル（約 3,330 万円） 

（４）大株主および 

持ち株比率 

レカム株式会社 90％ オーパス株式会社 10％（オーパス株式会社は当社の

100％出資子会社です。） 
（５）所在地 

 

3rd Floor DLF Building No.9-A DLF Cyber City,Phase-Ⅲ,Gurgaon Haryana 

122002 

（６）営業開始予定 平成30年10月（予定） 

（７）主な事業の内容 ＬＥＤ照明、業務用エアコンなどの環境関連商材の展開 

※設立登記は平成30年８月下旬を予定しております。 

 

２．インドでのＬＥＤ照明販売事業について 

当社グループは、中小企業のお客様に対して情報通信機器の販売、設置工事、保守、インターネッ

トサービスの販売を主力事業として行うほか、ＬＥＤ照明などの環境関連商材の販売や電力の小売り

を行う環境関連事業、ＢＰＯ（顧客の業務プロセスの一部を受託する）事業、海外法人事業（海外拠
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点における環境関連事業やＯＡ機器の販売等）を行っております。 

当社グループでは、中華人民共和国（上海市・大連市・広州市）、ベトナム社会主義共和国（ホーチ

ミン市）、マレーシア（クアラルンプール市）、ミャンマー連邦共和国（ヤンゴン市）において海外法

人事業を展開しておりますが、これらに続く新規進出拠点の候補としてインド・デリー周辺の調査を

行ってまいりました。 

インドは、在インド大使館およびジェトロより公表されている情報によると、インド全土での日系

企業の進出企業数は1,305 社 4,590 拠点で、過去10年間は毎年70社～100 社の日系企業が進出して

おり、中国、アメリカについで世界第３位の進出数となっております。また、インドの過去15年間に

おける経済成長率は年率 7.6％と高く、今後も高成長が見込めるため、今後も日系企業進出が続くも

のと思われます。また、インドは物価比較で相対的に電気料金が高く、かつ、電力供給の不安定さが

あるという電力事情からＬＥＤ照明や業務用エアコンの導入メリットは大きいと考えられます。イン

ドの国策として全土でのＬＥＤ照明の導入を打ち出しておりますが、当社独自で日系企業へのマーケ

ティングを実施したところ、導入はまだまだ進んでおらず、潜在的な需要は大きいと考えられます。 

こうした状況は、当社グループが海外進出をしている拠点での成功パターンに当てはまることから、

インド進出の準備を進め、商号登録や登記手続き、営業活動の許認可取得の目途がついたため、本日、

海外法人事業のインド進出を決議いたしました。 

なお、近年は首都デリー近郊の衛星都市であるハリヤナ州グルガオン市およびその周辺へ日系企業

が数多く進出しているため、当社ではグルガオン市に現地法人を設立することといたしました。 

 

３．今後の見通し 

本件は平成30年 10月からの営業開始を予定しているため、当社の当期の連結業績に与える影響は

ございません。来期以降の連結業績に与える影響等につきましては、現在精査中であり、開示すべき

事項が生じた場合は速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


